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イベント・催し等の開催の有無等は事前にご確認を！　また、休館している区施設等もありますので、事前にご確認ください。

イベント・催し等の開催の有無等は事前にご確認を！

世帯全員が住民税非課税の方へ

介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時介護保険サービス利用時のののののの

負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度負担軽減・助成制度をご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用くださいをご活用ください

　現在、負担軽減・助成を受けている方の認定期間は7月31日㈮までです。更新
申請書を６月5日に発送しました。お早めに更新手続きをしてください（介護保
険通所系サービス利用時の食費助成（右記）は今回の更新から申請不要）。新たに
対象となる方は、介護保険課給付係へ申請してください。
※住民税非課税は、2019年（平成31年1月～令和元年12月）中の所得で判定します。

【問合せ】介護保険課給付係（本庁舎2階）☎（5273）417６・㋫（3209）６010へ。

介護保険施設の
居住費（滞在費）・食費の負担軽減

　次の所得・資産要件の全てに該当する方を対象に、所得に応じた負担段階（下
表の3段階）に分け、特別養護老人ホーム・介護老人保健施設・介護医療院・介護
療養型医療施設での入所と短期入所生活（療養）介護利用時の居住費（滞在費）・
食費の負担額を軽減します。
◆所得要件…世帯全員（別世帯の配偶者を含む）が住民税非課税
◆資産要件…本人・配偶者の預貯金等の資産が一定基準額（配偶者がいる場合は
2,000万円、配偶者がいない場合は1,000万円）以下
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　国民健康保険の被保険者、介護保険の第一号被保険者、後期高齢者医療保険の
被保険者で、新型コロナウイルス感染症の影響により、世帯の主たる生計維持者
の収入減少が見込まれる方等は、申請により保険料を減免します。

新宿区保険料減免担当

☎（5273）4189
㋫（5273）4084

〒160-8484歌舞伎町1―５―1 第1分庁舎７階

（電話は土・日曜日、祝日を
除く午前9時～午後５時）

※後期高齢者医療保険料の減免制度については、広域連合お問合せセンター
☎05７0（0８6）51９（PHS・IP電話の方は☎03（3222）４４９6、いずれも土・日
曜日、祝日を除く午前９時～午後5時）・㋫05７0（0８6）0７5へ。

　区の職員が、保険料の減免に関して、電話・電子メール等でお知らせす
ることはありません。詐欺にご注意ください。！

申請先・
 問合せ

　この軽減は、東京都に軽減措置事業を行うことを届け出た社会福祉法人と事
業者が提供するサービスを利用した場合にのみ受けられます。

【対象】生活保護を受けている方と、次の全てに該当する方
▶利用者本人を含む世帯全員が住民税非課税
▶世帯の年間収入が基準収入額（※1）以下
▶世帯の預貯金等が基準貯蓄額（※2）以下
▶世帯で自宅以外に土地・家屋等を所有していない
▶負担能力のある親族等に扶養されていない
▶申請時に介護保険料を滞納していない
※1 基準収入額…世帯員が1人の場合は150万円。以降、1人増えるごとに50万
円を加算（収入には仕送りや課税対象とならない遺族年金・障害年金・手当等を
含む）
※2 基準貯蓄額…世帯員が1人の場合は350万円。以降、1人増えるごとに100万
円を加算（預貯金等には有価証券・債券等を含む）

　介護保険サービスの利用者負担額の支払いが困難な方の、次の対象サービス
の利用料や居住費(滞在費)・食費の利用者負担額を25％（生活保護を受けている
方は個室の居住費（滞在費）のみ100％）軽減します。

　住民税非課税世帯の方、生活保護を受けている方は、次の対象サービス利用時
の食費を、1日に付き200円助成します。
※今回から、有効期限の更新の申請は不要になりました。7月下旬に決定通知書
を発送します。

介護保険サービス利用時の負担軽減介護保険サービス利用時の負担軽減

介護保険通所系サービス利用時の食費助成介護保険通所系サービス利用時の食費助成

　対象になる通所系サービス事業所は、区に「この助成制度の実施を届け出た区
内の事業所」です。

軽減後の負担限度額（1日当たり）

▶訪問介護
▶訪問介護相当サービス
▶定期巡回・随時対応型訪問介護看
護
▶夜間対応型訪問介護
▶通所介護（地域密着型を含む）
▶通所介護相当サービス
▶認知症対応型通所介護
▶小規模多機能型居宅介護
▶看護小規模多機能型居宅介護

▶訪問看護
▶訪問入浴介護
▶短期入所生活介護
▶短期入所療養介護
▶訪問リハビリテーション
▶通所リハビリテーション
▶特別養護老人ホーム（地域密着型
を含む）
※これらと同様の介護予防サービス
も対象になります。

対象サービス

▶通所介護（地域密着型含む）
▶通所介護相当サービス
▶通所リハビリテーション
▶認知症対応型通所介護

▶小規模多機能型居宅介護と看護小
規模多機能型居宅介護の通いサービス
※これらと同様の介護予防サービス
も対象になります。

対象サービス

負担段階 所得区分

第1段階
生活保護を受けている方

住民税
非課税
世帯　

老齢福祉年金を受給している方

第2段階 合計所得金額（※1）と課税年金収入額と非課税年金
（※2）収入額の合計が８0万円以下の方

第3段階 合計所得金額（※1）と課税年金収入額と非課税年金
（※2）収入額の合計が８0万円を超える方

利用者の負担段階区分

※1 年金に係る雑所得がある場合は、合計所得金額から年金に係る雑所得を控除した額
を用います。
※2 非課税年金とは、遺族年金・障害年金等をいいます。

施設の区分
①特別養護老人ホーム（地域密着型含む）・短期入所生活介護
②介護老人保健施設・介護医療院・介護療養型医療施設・短期入
所療養介護

居
住
費（
滞
在
費
）

ユニット型個室 ▶第1段階・第2段階の方…８20円、▶第3段階の方…1,310円
ユニット型
個室的多床室 ▶第1段階・第2段階の方…４９0円、▶第3段階の方…1,310円

従来型個室
▶第1段階の方…「施設の区分」の①は320円・②は４９0円
▶第2段階の方…「施設の区分」の①は４20円・②は４９0円
▶第3段階の方…「施設の区分」の①は８20円・②は1,310円

多床室（相部屋） ▶第1段階の方…0円、▶第2段階・第3段階の方…3７0円

食費 ▶第1段階の方…300円、▶第2段階の方…3９0円
▶第3段階の方…650円

保険料 減免

新型コロナウイルス感染症の影響で新型コロナウイルス感染症の影響で新型コロナウイルス感染症の影響で

収入が減少した世帯等の

　　　を　　します

◈ 対象 対象 対象

次のいずれかに該当する方
▶①新型コロナウイルス感染症によ
り、世帯の主たる生計維持者が死亡ま
たは重篤な傷病を負った
▶②新型コロナウイルス感染症の影響
により、世帯の主たる生計維持者の事
業収入等（事業収入・不動産収入・山林
収入・給与収入）の減少が見込まれ、次
の全てに該当する
　⃝令和2年の事業収入等のうちいず
　れかの減少見込み額が前年の当該事
　業収入等の額の10分の3以上
　⃝前年の所得の合計額が1,000万円
　以下（介護保険は要件外）
　⃝減少することが見込まれる事業収
　入等に係る所得以外の前年の所得の
　合計額が400万円以下

◈ 減免額

▶上記①の方…全額免除
▶上記②の方…全額または一部免除

（減免額は被保険者により異なります）

◈ 減免の対象となる保険料

令和元年度・2年度分の保険料で、令和
2年2月1日～令和3年3月31日の間に
納期限があるもの（年金特別徴収の場
合は、年金支給日が対象期間内の保険
料が対象）

◈ 申請方法

　所定の申請書と必要書類を郵送で新
宿区保険料減免担当へ。申請書は新宿
区ホームページから取り出せるほか、
同担当からお送りすることもできま
す。希望する方は、ご連絡ください。
※新型コロナウイルス感染防止のた
め、申請は原則として郵送で受け付け
ます。やむを得ない事情がある方は、窓
口で申請ができます。希望する方は、混
雑緩和のため事前に同担当へご連絡く
ださい。
※申請する方によって必要書類が異な
る場合があるため、申請の際は事前に
お問い合わせいただくか、新宿区ホー
ムページをご覧ください。
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